
栃木県保険薬局物価高騰対策支援金交付規程 

 

（趣旨） 

第１条 一般社団法人栃木県薬剤師会（以下「薬剤師会」という。）は、栃木県保険薬

局物価高騰対策支援事業費補助金交付要領（以下「要領」という。）第１条に定める

趣旨に基づき、光熱費高騰の影響を受けている県内保険薬局（以下「補助対象」とい

う。）に対して、地域における医薬品提供体制を維持するため、要領第８条の規定に

より栃木県から交付を受けた補助金の範囲内において栃木県保険薬局物価高騰対策

支援金（以下「支援金」という。）を交付するものとし、その交付等に関しては、こ

の規程の定めるところによる。 

 

 （事務局） 

第２条 本事業における支援金の交付等に係る事務を遂行するため、薬剤師会に栃木県

保険薬局物価高騰対策支援事務局（以下「事務局」という。）を置く。 

 

 （交付対象等） 

第３条 支援金の交付対象等は次のとおりとする。 

一 補助対象 

 令和４年 10 月１日時点で関東信越厚生局において保険薬局の指定を受けている薬

局で、今後も継続して保険調剤を行う見込みである薬局 

二 対象経費 

 令和４年４月１日から令和５年３月 31日までに前号の薬局が要する光熱費 

三 基準額及び上限額 １薬局当たり 10万円 

 

（交付の申請） 

第４条 支援金の交付の申請をしようとする者は、支援金交付申請書兼請求書（様式第

１号）を事務局に対し、事務局が別に定める期日までに提出しなければならない。 

２ 支援金交付申請書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。 

 一 申請薬局一覧（様式第２号） 

 二 その他事務局が必要と認める書類 

３ 申請は、原則として薬局開設者が補助対象である全ての薬局をとりまとめ、１回に

限り行えるものとする。 

４ 当該支援金の交付と対象経費を重複して、他の補助金等（県又は市町が交付するも

のを含む。）の交付を受けてはならない。 

 

（交付金額の決定） 

第５条 事務局は、支援金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の内容を

審査し、支援金を交付することが適当と認めたときは、要領第８条の規定に基づき、

知事に概算払請求するものとする。 



２ 事務局は、前項の請求に対する支援金の支払を受けた後速やかに、申請者に対して

支援金の交付の決定を行うものとし、栃木県保険薬局物価高騰対策支援金額決定通知

書（様式第３号）により通知するものとする。 

３ 事務局は、前項の決定をする場合において、次の条件を付するものとする。 

 一 補助事業に係る帳簿及び証拠書類を整備し、補助事業が終了した年度の翌年度か

ら５年間保管しなければならない。 

 二 事務局は、必要に応じ、帳簿その他の関係書類の検査又は関係者への質問をする

ことができる。 

 

（支援金の交付方法） 

第６条 事務局は第５条第１項の交付の決定後速やかに申請者の指定する口座に支援

金を振り込むものとする。 

 

 （決定の取消し） 

第７条 事務局は、申請者が、支援金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反

したときは、支援金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 

 （支援金の返還） 

第８条 事務局は、支援金の交付の決定を取り消した場合には、当該取消しに係る部分

に関し、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

 

 （加算金及び延滞金） 

第９条 補助対象者は、第７条の規定に基づく取消しにより、支援金の返還を命ぜられ

たときは、その命令に係る支援金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該支

援金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既に納付した

額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を事務局に

納付しなければならない。 

 

 （その他） 

第 10条 この規程に定めるもののほか、支援金の交付等に関し必要な事項については、

別に定める。 

 

附則 

 この規程は、令和４年 11月 16日から施行し、令和４年度予算に係る支援金に適用す

る。 

 

 

 


